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中国蘇南地域の農村工業化と就業構造
――江村の追跡調査�――

朴 紅・坂 下 明 彦・市 来 正 光

The industrialization of agricultural villages and
the employment structure in the Sunan area of China
－A follow-up research of Kaixiangong village�－

Hong PARK, Akihiko SAKASHITA, Takateru ICHIKI

SUMMARY

In China, reform of the ownership system of enterprises was promoted on a large scale in the late

１９９０’s. Due to the increase of private enterprises，�Sunan model”，which was owned by the town and

village enterprises, has become a�Wenzhon model”． This paper clarifies the real state and character-

istics of farming village industrialization, centering on one of the villages in the Sunan area. In addi-

tion, by making clear the present status of progress of home-based industry, this paper ascertains the

change in the agricultural work structure in the economic developmentarea, based on the existing

study materials and actual condition survey.

はじめに

改革開放以来，中国の農村工業化に関しては２

つのモデルが形成されている．１つは「蘇南モデ

ル」であり，もう１つは「温州モデル」である

（註１）．１９９０年代の前半，後者が私有企業を主

体として急速な発展を遂げたのとは対照的に，前

者は郷村集団所有制の郷鎮企業を主役として「静

かな革命」（沈［１９９３］）を起こしてきた．しか

し，１９９０年代の半ば以降，特に１９９９年の修正憲法

で私営企業の合法性が承認され，国有企業の所有

制改革が本格化されるなかで，蘇南地域では郷鎮

企業の所有制改革（以下「改制」とする）が進め

られ，私有制への移行が実行された．つまり，

「蘇南モデル」は「温州モデル」へ接近している

といえる．実際に，調査対象地域でも２０００年前後

に郷鎮企業が私有企業への「改制」を行った．こ

れは主に個人による郷鎮企業の買収の形で実現さ

れたものである．また，この動きと相まって，伝

統的な家内工業も復活しつつある．

本論文では，こうした蘇南地域の一農村を対象

に農村工業化の形成過程，近年の企業「改制」の

実態と特徴，そして家内工業の展開状況を主に実

態調査に基づいて明らかにし，経済発展地域にお

ける農村就業構造の変化を究明することを試みる．

１．製糸・紡績業を中心とした農村工業化と雇用

� 村の製糸工場

中国の蘇南（江蘇省南部）農村は，中国の著名

な社会学者である費孝通が１９３０年代から定点観測

調査を行い，農村工業化についても１９８０年代の半

ばまで継続的に研究を行ってきた地域である（費

［１９８５］，［１９８８］）．なかでも調査対象地域である

呉江市七都鎮開弦弓村は費孝通が通算２７回も訪れ，

「江村」と呼ばれるほどの特別な存在である．

開弦弓村における農村工業化の歴史は，「金蜂

製糸工場」の前身である「生糸合作工場」に遡る

（註２）．設立された１９２９年当時，工場による養

蚕技術の改善，蚕種の改良，新式機械の導入，農

民技術員の育成などの試みはそれまでの家内工業

を基盤とした製糸業に飛躍的な発展をもたらした．
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しかし１９３８年に戦時下で破壊され，以降，１９６０年

代半ばまで再建されることはなかった．１９５７年に

費孝通は都市部に過度に集中した製糸業の一部を

農村部に戻すべきであると提案したが，政府に聞

き入れられなかった（沈［１９９３］）．開弦弓村は依

然，都市部に生繭を提供するのみであった．

しかし，「文革」の嵐が吹き始めた１９６７年には

都市部での「文革」による激しい政治運動のもと

で多くの工場は稼働日数を著しく低下させ，国民

経済に大きな影響が出始めた．この結果，当時の

呉江供銷合作社は製糸工場の一部の生産割当を農

村部に移転し，生産再開を図ろうとした．これは，

当時貧困打開策を模索していた生産大隊の幹部の

方針と一致した．そこで，１９６８年に８生産大隊，

３７生産隊の出資による共同経営の「連合製糸工

場」が開弦弓村に設立された（註３）．機械設備

は家庭で使用されていた旧式機械１２台を改良した

ものであり，桑畑に５棟のレンガ作り一階建ての

建物が新築された．労働力は１９３０年代に育成され

た「生糸合作工場」の女工と１９６２年に都市部から

帰農した地元出身の女工，計６５名であった．原料

繭は，国家統一買付品目であるため国営商業部門

から供給され，製品の生糸販売も国営商業部門を

通してなされ，その一部は輸出された．初年度の

１９６８年は順調にスタートを切り，単年度で黒字経

営を実現し，以降の経営も好成績を持続した．そ

して，１９７２年には大隊所有から公社所有へと「昇

格」され，名称も「廟港公社製糸工場」に変更さ

れた（註４）．大隊所有財産が実質上公社に移管

されたのである．

１９８４年に人民公社が解体されたことから，製糸

工場は「社隊企業」から郷鎮企業に改められ，

「廟港郷製糸工場」となった．工場で働く開弦弓

村の農家労働力は常に１３０人程度であり，技術員

と修理工のほかは全て女工であり，中卒の若い女

性が多かった．１労働者当たりの年間報酬は１９８５

～８７年の３年でそれぞれ８２７元，９５２元，１，２５０元

であった（沈［１９９３］）．これは，当時の農業収入

よりはるかに高く（註５），農業との所得格差が

急激に拡大したため，工場への就職希望者が後を

絶たなかった．そのため，開弦弓村では１戸１労

働者，年契約という制限を設け，機会の均等を

図った．

１９９３年に廟港郷政府は製糸工場をベースに「江

蘇金蜂集団公司」を設立し，企業のグループ化

（「集団化」）を図った．この集団公司の傘下には２

つの経営公司，４つの生産工場（註６）と１つの

繭センター（下には４つのステーション）がおか

れ，繭の買付，乾燥から，生産（製糸，絹紡，織

布），製品販売（輸出）を一体化するシステムの

構築が試みられた．さらに，「集団公司」は５つ

の企業に出資し，シルク製品の生産と販売に戦略

的に取り組んだ．表１に示したように，１９９３年に

はグループ化によって総生産額，利益，固定資産，

労働生産性とも飛躍的に増加した．この背景には，

生産の増強があることはいうまでもないが，香港

表１ 廟港郷製糸工場（江蘇金蜂集団公司）の概要（１９６８～１９９５年）

年次
総生産額

万元

税引前当

期純利益

万元

固定資産

万元

年間繭

買付

トン

郷内買付

トン

従業員数

人

１人当た

り年収

元

労働生

産性

元／人

生産量 輸 出

生糸

トン

シルク

万m

生糸

トン

シルク

万m

金額

万ドル

１９６８ ３ ６５ － － － －

１９６９ ６ １ ３ ４２ １８０ １，３３３ ４ － － － －

１９８０ ８１ ２１ １３ ５２ ５２ １６８ ５１６ ４，８２６ １９ － － － －

１９８４ １５６ ２６ ５０ １０７ ６７ ２８０ ９４６ ５，５９４ ３６ － － － －

１９８８ ４１５ １８１ １９５ ２６４ ２６４ ５４２ ２，６３８ ７，６７０ ９５ － － － －

１９８９ ４７９ ２３８ ３１０ ２７０ ２７０ ５３４ ２，７１０ ８，９８０ １００ － － － －

１９９０ １，８５０ ３２０ ４７５ ３１４ ３１４ ６０７ ２，９６５ ３０，４８０ １１８ １４８ － － －

１９９１ ２，１４０ ３７１ ５１２ ３４５ ３４５ ７２６ ２，９６１ ２９，４８６ １２２ １５６ － － －

１９９２ ３，５２６ ７３４ ９５０ ４７０ ４７０ ７８０ ３，０２２ ４４，０７５ １７１ ２５５ ３０ ５０ １１５

１９９３ ９，５２２ １，０８５ ２，６４２ ４５４ ４５４ １，４０７ ３，７５０ ６７，６７６ １６０ ２６４ ５０ １８０ ２７５

１９９４ ２１，２７６ １，２０６ ３，６００ ４３２ ３５２ １，４９１ ４，１００ １４２，６９３ １５２ ３３８ ６０ ２００ ３０６

１９９５ ２４，４８１ ５３４ ３，３１３ １，３１２ ３，９８５ １８６，５９３ １５６ ２５６ ５８ １６０ ２０５

注１）『廟港鎮志』［２００２］pp．１６７～１６８により作成．
２）１９９２年までは廟港郷製糸工場であり，１９９３年以降は江蘇金蜂集団公司となった．
３）空欄は不明である．
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資本等の導入により製品輸出が実現し，外貨獲得

が可能となった点が大きい．また，労働者１人当

たりの年収も９３年以降は大きな上昇をみせ，農家

経済に大きく寄与した．

１９９９年には「江蘇金蜂集団公司」の「改制」，

株式会社化が行われた．株の内訳は，郷集団が５１％，

個人（主に集団公司の役員）が４９％であった．そ

して，２０００年には郷集団の株が廟港郷（開弦弓村

外）在住の４人に売却され，私営企業に完全に移

行している（註７）．

� 私営企業への転換

開弦弓村の農村工業化の象徴である製糸工場は

以上の経過をたどって私営化されたが，ここでは，

さらに七都鎮ならびに開弦弓村の企業「改制」の

全体動向を明らかにしておこう（註８）．

１９８０年代末から１９９０年代の初頭まで，七都鎮で

も私有化，民営化の動きは少なからず存在したが，

郷村集団所有の郷鎮企業が主流を保っていた．開

弦弓村についていえば，この時期，「永泰電子」

という私営企業が存在した（註９）．そして，１９９７

年の第１５回党大会で多様な所有制の存在を認める

方針が決定されたことを契機に，七都鎮では企業

の私営化改革を本格化した．これは規模別に２回

に分けて実施されている．

１回目は１９９７年の上半期に，全ての小規模企業

を対象に実施された．その数は４０～５０社，うち鎮

営が１０数社，村営が３０数社であった．資産評価が

行われ，債務精算後に純資産が残存する企業は，

競売にかける前に元経営者に株の優先取得権を与

えた．しかし，実際には債務超過企業が圧倒的で

あり，これらは原則としては無償で元経営者に譲

渡され，私有化後に税制面や管理費面での優遇措

置を与え，再建を目指すものであった．

２回目は１９９９年春に実施され，大規模な鎮営の

８企業を対象に株式会社化が行われた．具体的に

は，まず小規模企業と同様，資産評価，債務精算

を行い，つぎに清算後の資産を集団株と個人株に

分割し，前者は鎮集団が５１％を，後者は元経営陣

の役員が４９％を所有することとした．さらに，

２０００年には「公退民進」（集団所有制を撤廃し，

私営化，民営化を推進する）というスローガンを

表２ 開弦弓村における村民による私営企業の概況（２００４年１２月）

No. 名 称 経 営 者 略 歴
所在地

（組）

敷地面積

（ムー）
工 場 概 要

１ 江村化繊紡績
周 YL（４３才） 村営工場時代の ９ １５ ９７年同工場請負い，０３年同工場買収，織機３６台（新式），

工場長，党書記 ナイロン生地，従業員１６人（村内１００％），月給１，２００～１，５００元／人

２ 求是紡績
磽（４０才） 開弦弓製糸工場 ６，７ １３ ０２年 No．１から独立，織機４８台（新式），ナイロンとシルクの混紡，

の技術員 従業員８０人（村内５０％），月給１，３００元／人

３ 栄絲達紡績
沈（５９才） 周 YGの前任党 ９，１６ ８ ０２年設立，織機４０～５０台，原料は山東省青島から調達，製品のナイロン生地は

書記 浙江省紹興市場に出荷，従業員９０人（村内１００％），月給１，０００～１，２００元／人

４ 永豊紗廠
周 YQ（４１才） 金蜂工場の １６ ７～８ ９８年に「金蜂公司」の傘下にあった呉江金蜂絹紡公司を買収，

周 YLの実の弟 技術員 現在は２人の共同経営，従業者８人（村内３０％），月給１，０００元／人

５ 神諾製衣
徐（４１才） 職人 ２１ ３．５ ９８年家内セーター織業開始，織物機（手動）５０台，

従業員１６０人（９５％村外），月給１，３００元

６ 永泰電子
周 YG（４３才） 周 YLの前任党 １９ ３ ８４年設立，電子部品生産，輸出用がメイン，年間売上１００万元，従業員２５人（９５％

書記 が出稼ぎ労働者），給料は出来高払いと月給制（８００～１，０００元／人），８時間／日

７ 江村醸造
倪（５２才） ９０～９６年同村営 １６ １ ９７年同工場請負い，０４年同村営工場買収，白酒のボトリングと

工場の工場長 販売，従業員８人，月給７００～８００元／人

８ 康達食品
談 QG（５９才） 廟港食品工場 ８ ３ ９８年設立，乾燥果物のスナック類生産，販売，従業員８人，

の販売員 月給７５０元／人，経営悪化に伴い，生産中止し受託販売に転換

９ 江村鍛造
潘（４０才） 廟港鍛造工場 ６ １ 廟港鍛造工場で働いていた経験を生かし，０３年私営工場設立

の販売員 従業員６人，月給１，０００元／人

１０ 江村金属物資公司
談 XY（４７才） 廟港郷製鋼所 ８ ６ ００年設立，軍事工業の下請け，石炭の販売等

勤務

A 盛建法糸績廠
盛（４６才） 廟港供銷社職員 ９ ３．５ ００年設立，当時共同経営（３人），０３年独立，

開弦弓村外 機械３６台（旧式，周 YLよりリース），従業員４０人（村内５０％）

B 利偉噴績
張（４１才） 廟港供銷社職員 ９ ４ ０３年設立，織機４８台（新式，周 YLよりリース），ナイロンの厚生地，

開弦弓村外 従業員１５人（村内２０％），月給１，３００元／人

注１）村民委員会資料と聞き取り調査による．
２）Aは No．１から機械を購入し，工場敷地を借用しており，Bは機械・土地とも No．１から借用している．
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掲げ，鎮集団が所有していた５１％の株も，個人

（主に元経営陣の役員）に売却し，私営化を徹底

している．

開弦弓村においても村営企業の私営化が行われ

たが，その分析の前に，現在の開弦弓村の企業を

概観しておく．村には１８社の私営企業が存在して

いるが，その中で１０社の経営者が村民である（註

１０）．また，１８社のうち業種では紡績，衣服関係

が最も多く１１社（うち，経営者が村民のものは５

社）である．

表２は村民が所有する私営企業の概要を示して

いる．経営者は４０歳代前半が多く，過去に企業の

責任者や技術員などの経歴を有するものが多い．

従業員の属性をみると，村内と村外がほぼ同数で

あり，就業条件が比較的安定し，報酬の高い

No．１や No．３企業には村内の就業者が１００％を

占めている．この１０社の中で設立当時から私営企

業であったのは No．２，No．４，No．５，No．１０

の４社であり，残りの６企業は村営を私営に「改

制」したものである．以下では No．１企業を取

り上げ，「改制」の具体的な過程をみておこう．

まず，No．１企業の前身は，１９７７年に設立した

「社隊企業」である紅衛紡績工場と立新紡績工場

が１９８２年に合併して出来た開弦弓紡績工場である．

当初からナイロン生地を生産する工場であった．

現在の経営主の周 YLは１９８５～９１年まで工場長を

務め，経営手腕を振るい，当時ナイロンの過剰生

産による市場価格の低迷の中にもかかわらず，常

に好功績を実現した（表３）．１９９２年には工場長

を辞職し，隣接する盛澤鎮の織物卸売市場で問屋

を営業した．しかし，紡績工場の経営が不振に陥

り，従業員数も４００人から３分の１まで減少した．

このため，１９９７年に周 YLは村からの強い要請を

受け，問屋業を妻に任せ，再び工場に戻り，工場

の経営権を請け負うようになった．経営悪化の最

大の原因は機械設備の老朽化にあると判断し，高

性能の新式（噴水式）の織機を４８台購入した．機

械は個人所有であったが，工場の建物並びに敷地

は村所有であり年間３．７万元の賃貸料を必要とし

た．製品のナイロン生地は全て妻の問屋に卸した

が，これは問屋の売り上げの７割を占め，残り３

割は市場から調達していた．その後，コストを削

減するために，市場調達を中止し，開弦弓村の内

外の織機（手動）を所有している農家およそ１００

戸に作業委託するようになった．このような体制

は２００１年６月まで継続していた．翌月の７月には

２０台の織機（新式），その後さらに１６台（同）を

新規購入し，工場での生産を徹底した．

２００３年９月には村からの要請もあり，工場を買

収した．これは事実上，村の債務問題を解決する

ための救済策でもあった．村の債務は全て廟港信

用合作社からの借入金であり，２００１年９月時点で

の合計額は４８２万元にのぼった（うち元金３７１万元，

利息１１１万元）．２つの村営企業と開弦弓村経済合

作社による債務であるが，その内訳は，No．１企

業が１９０万元（うち元金１５２万元，利息３８万元），

開弦弓化学品工場が１７６万元（うち元金１３０万元，

利息４６万元），開弦弓村経済合作社が１１６万元（う

ち元金８９万元，利息２７万元）である．No．１企業

については，１９９２年以降の負債が多く，この時期

は周 YLが工場長を辞職した時期と重なっている．

後２者は，何れも破産，解散しており，債務だけ

が村に残っている状態であった．２００３年９月に周

LYは廟港信用合作社に１８５万元を支払い，工場

の建物と敷地を買収した（註１１）．

現在では，工場の敷地と機械設備を３分割

し，３．５ムーの敷地と旧式の３６台の織機は企業 A

に，４ムーの敷地と４８台の織機は企業 Bに賃貸し，

本人は１５ムーの敷地と３６台の新式織機で生産を

行っている（前掲表２）．従業員は修理工等を合

わせて合計１６人，全員が村出身者であり，１２時間

２交替制で工場を稼働している．月給は１，２００～

１，５００元であり，村内の企業の中ではトップクラ

表３ 開弦弓紡績工場の実績（１９８２～８７年）

単位：万m，万元，人，元

１９８２ １９８３ １９８４ １９８５ １９８６ １９８７
生産量 ４５ ８３ １００ １１５ １３０ １１０
生産額 ９３ ２２７ ２３９ ２７４ ３４１ ４００
基建投資額 １２ ３７ １３ １１
固定資産 ４６ ４８ ６６ ７６ ９６ １０８
職工人数 ２７０ ３０２ ３４２ ３８２ ４２２ ４６０
給与総額 １９ ２１ ２４ ２８ ３２ ３６
給与／人 ３７５ ３８０ ４６０ ６８０ ７２０ ７８０
税金 ４ １０ １４ １０ １０ ６
純利益 ６ ９ １５ ２６ ４７ ４３
上納利益 － ４ ６ １０ １６ １７

注１）沈［１９９３］p．９５による．
２）空欄は不明である．
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スである．また，２００３年に工場を買収すると同時

に，盛澤鎮のナイロン問屋を閉店し，製品の全て

を浙江省紹興市のナイロン卸売市場に出荷するよ

うになっている．周 YLとその妻の役割分担は，

周 LYは生産，販売戦略などの管理を，妻は工場

の経理，会計とセールスを担当している．将来的

には現在賃貸している工場２つを直営化し，規模

拡大を図るという．

� 雇用構造と賃金水準

表４は開弦弓村のここ１３年間の就業人口の推移

とその内訳を示したものである．西草田村が合併

する以前までをみると，まず総就業人口は９１年の

１，５３３人から１，３３２人へと減少しており，その最も

大きな要因は耕種業での減少である．工業部門も

減少しているが，これは主に外来人口の増加に

よっている．外来人口はほとんどが工業部門の労

働者であるが，直近の２００３年では，１，０５３人にの

ぼり，村内就業者の２倍以上の数字を示している．

増加を示しているのは「その他」部門であるが，

ここには後に事例によって示すように雑業層的就

業が多い．

工業部門については，１９９７年から私営化が始ま

ることに対応して，従業員数も私営企業で増加を

みせている．当初は，開弦弓村の私営企業はそれ

ほど存在しなかったが，隣接する横扇鎮の家内工

業によるセーター産地が形成されていたため，開

弦弓村からも村外での就業が見られた．２０００年以

降は郷村企業は減少，消滅し，現在では私営企業

のみが残っている状態である．２００３年の開弦弓村

の従業員数は４１５人であり，そのうち村内企業に

就業している従業員数はおよそ２００人，５０％であ

る．

ここでは No．３企業と No．６企業の事例を取

り上げ，雇用構造についてみておこう．まず，

No．３企業の場合，従業員９０人は全員が常用雇用

であり，しかも全員村の出身者である．また，紡

績工場であるため，修理，技術員の５人の男性の

ほかは，８５名が女性となっている．さらに，年齢

構成と教育水準をみると，２０代前半から３０代前半

の階層が多く，年齢が若ければ若いほど教育水準

が高くなっている．３０代前半の従業員には中卒が

多いが，２０代前半のそれは高卒が多い．この違い

は，１９７０年代生まれと１９８０年代生まれの１０年間の

社会進歩を反映したものである．給与については，

基本給は１，０００～１，２００元に設定され，教育水準の

格差を反映するようになっている．労働時間は朝

８時から午後４時（昼休み１時間）までの８時間

であり，残業の場合は手当が支給される．ただし，

近年では農繁期には農業を優先するため，工場の

場合は停電がよく発生し，残業は深夜に行われる

場合も多い．労働保険は従業者各自の責任で加入

し，福祉は皆無状態である．

つぎに，No．６は従業員数２５人の企業であり，

うち村出身者はわずか２人であり，２３人が出稼ぎ

労働者である．最遠距離は河南省の農村からの出

表４ 開弦弓村における就業人口の推移および内訳 単位：人

年次
就 業 人 口 農 業 工 業

建築業 その他
計 男 女 計 耕種業 漁業 計 鎮営 村営 私営

１９９１ １５３３ ８４３ ６９０ ６５４ ６０９ １９ ６８０ １４０ ５３０ １０ １１０ ８９
１９９２ １５２２ ８３７ ６８５ ５２８ ４８３ １９ ８２６ ２８０ ５３６ １０ １１０ ５８
１９９３ １５２１ ８３８ ６８３ ６０２ ５５７ ２０ ７５０ ２９０ ４５０ １０ １０５ ６４
１９９４ １５１３ ８３２ ６８１ ５５３ ４９１ ５０ ７４８ ２４０ ５０３ ５ １０５ １０７
１９９５ １５５０ ８０９ ７４１ ４８０ ４６４ １６ ８５４ ２９７ ４９３ ６４ １０３ １１３
１９９６ １５２６ ７９３ ７３３ ４４５ ４２８ １７ ７０９ ３１２ ３４６ ５１ １１２ ２６０
１９９７ １４１４ ６７４ ７４０ ５０３ ４２９ ７４ ５０２ ２７９ ３４ １８９ １１５ ２９４
１９９８ １３９３ ７１８ ６７５ ４１８ ３５８ ６０ ５４６ ２８４ ５５ ２０７ １２０ ３０９
１９９９ １３２４ ６７２ ６５２ ３９４ ３４１ ５３ ５４１ ２５６ ６３ ２２２ １１０ ２７９
２０００ １３３２ ６７９ ６５３ ３９３ ３４０ ５３ ４８０ ２１０ － ２７０ １１０ ３４９
２００１ １６９３ ８６５ ８２８ ６００ ５３９ ６１ ５８５ ２４２ － ３４３ １３８ ３７０
２００２ １５４６ ８１４ ７３２ ６２０ ５２５ ９５ ３９２ － － ３９２ １４２ ３９２
２００３ １５０９ ８３３ ６７６ ５９８ ５０２ ９６ ４１５ － － ４１５ １３８ ３５８

注１）開弦弓村民委員会の資料による．
２）２００１年に就業人口が急増したのは開弦弓村と西草田村の合併によるものである．
３）外来人口は外数で，２００１年からそれぞれ９４６人（省外１９０人），１，２８２人（同５８２人），１，０５３人（同５９６人）である．
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稼ぎ労働者であり，貧困地域の出身者が多く，教

育水準が低いため，工場では技術関連の訓練のほ

か，一般教養的な教育にも力を入れている．これ

は主に経営主の周 YGの妻が担当している．管理

職（註１２）は４人であり，そのうち１人（周 YG

の妻）が村出身者で，３人は村外出身である．常

用雇用は４人の管理職を含めて８人であり，残り

の１７人は臨時雇用である．工場では従業員が自炊

出来るように宿舎も提供しており，臨時雇用とは

いえ過去に雇用された経験のある労働者である．

村出身者が少ない背景には，以下の点がある．第

１に，１９８０年代の創立当時は，私営企業に対する

認知度が低く，郷鎮企業の存在もあり，雇用確保

が困難であったこと．それが現在にも継承されて

いる．第２に，近年の注文生産にはクリスマスツ

リーの回路板のような季節性の強いものが多く，

通年的操業が難しい点である．第３には，従業員

の給与水準が比較的低い点である．給与形態は，

管理職（１，０００元）と修理工（８００元）が月給制で

ある他は，出来高払いである．回路板１つの賃金

は０．０８元であり，熟練工であれば１ヶ月におよそ

１４，０００個の回路板の生産ができ，給与額はおよそ

１，１００元となるが，一般的な手取りはおよそ７００～

８００元である．この水準は，他の村内企業，特に

No．１企業（１，２００～１，５００元／人，月）との格差

が大きい．ただし，No．１企業の１日当たりの労

働時間は１２時間であり，No．３企業のそれは８時

間である．このように，村出身者は就業が比較的

に安定的で，時間給が同じでも労働時間の長いほ

うを選択している．このような就業選択の優先権

を村人が持っている以上，No．３のような企業は

今後も外部の出稼ぎ労働者に依存せざるを得ない

のである．

２．セーター生産と家内工業

以下では上記の私営企業と異なる家内工業につ

いてみておこう．江南農村における家内工業は製

糸，綿紡績をはじめとしてその歴史は長く，伝統

的な産業として位置づけられてきた．人民公社期

においても，自家用織物の生産は制限されながら

も存続していた．１９８０年代には横扇鎮のセーター

（綿とナイロンの混紡）産地の形成，さらに１９９０

年代前半の浙江省桐郷市濮院鎮の大規模セーター

卸売市場の形成によって，開弦弓村ではセーター

生産を中心として家内工業が復活した．

� 家内工業の分布

まず，セーター生産の機械について簡単にみて

おこう．機械は手動と電動の２種類がある．前者

は１台につき操作員１人が必要であり，大量の雇

用労働が必要である．生産効率は低いが，作業中

の細かい調整ができるため，模様のチェンジや多

様化に対応可能である．後者は電気モーターがつ

いており，作動中に糸が切れた場合には手作業で

糸を結ぶ必要があり，半自動である．電動は２０００

年以降に普及するが，単純なパーツ（胴体の前後

２枚，袖の左右２枚，襟，その他付属品）を生産

するのが基本である．大量生産ができ，スピー

ディであるが，品質は手動に比べて低位である．

生産シーズンは，２つの時期に分かれる．第１期

は２月～４月の２ヶ月間で，主に夏用の薄手の

セーターを生産する．第２期は８月～１２月の４ヶ

月間であり，主に冬用の厚手のセーターを生産す

る．

開弦弓村の家内工業は，２００１年に合併した旧西

草田村で先行した．周辺地域で最も早く産地を形

成したのが旧西草田村に隣接する横扇鎮である．

横扇鎮では１９８０年代に産地が形成され，９０年代以

降は大きく二つの方向で発展を見せている．一つ

は生産の規模拡大を図り，家内工業から大規模私

営企業へと成長するもの，もう一つは産地問屋に

変身し，現在では開弦弓村を含む周辺地域を包含

する大問屋へと発展するものである．

旧西草田村はこの影響を強く受け，１９９４年に横

扇鎮のセーター工場の雇用経験者を含む６戸の農

家が手動機械を購入し，セーター生産を開始した．

翌年の１９９５年には３０戸まで急増した．製品は全て

横扇鎮の問屋に出荷している．２０００年には２台

（１戸，横扇鎮に設置）の電動機械が導入さ

れ，２００１年には７台（同，３戸）にまで増加した．

しかし，当時は全自動機械が普及して間もないこ

ともあり，故障が多く，修理にも高い技術が必要

であった．農家の一部（手動機械所有者も含め）

は生産から撤退し，小規模問屋に転換するケース

もあった．以降，全自動機械の品質の向上，出稼

ぎ労働者による労働力の調達の容易化に伴い，生
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産への新規参入，規模拡大がみられるようになっ

た．

旧開弦弓村はこの地域で最も遅くセーター産業

に参入した村である．その背景には１９９０年代には

郷鎮企業が，２０００年以降は私営企業が比較的に多

く存在し，在宅兼業が一般的であったためである．

しかし，１９９０年代末からは養殖業への土地の賃貸

や私営企業への土地売却等が頻発し，余剰人口が

発生することになった．そこで，多くの農家が旧

西草田村の影響を受け，セーター生産に取り組む

ようになった．表５に機械の所有台数の変化を示

した．２００２年にはわずか１８台に過ぎなかったが，

３年後の２００５年には１３戸，９６台まで増加した．全

てが電動機械であり，雇用は８人と少ない（註

１３）．また，問屋は８戸となっている．家内工業

が増加をみせている組は第１，２，８，１０，１３，

１５組に集中しており，全体の７８％を占めている．

このなかで，第８，１３，１５組は工業用地への転用

が多い地域である．

以下では，セーター業の具体的な生産，流通体

制をみてみよう．

� セーターの生産・流通における分業体制

まず，旧西草田村の生産，流通の分業体制につ

いてみておこう．

表６に示したように，２００５年８月現在，全戸数

２０４戸に対し，機械所有者戸数は３９戸であり，全

体の２割弱を占めている．そのうち，手動機械の

所有者が１０戸であり，電動のそれは２９戸で，およ

そ３倍である．機械の所有台数については，合計

３６７台のうち，手動が２１６台で，電動が１５１台であ

る．１戸当たりの所有台数は，手動はおよそ２２台

であり，電動はおよそ５台である．旧開弦弓村と

対照的に手動が圧倒的に多い．また，手動の機械

が２１６台存在することは，雇用労働者が２００名ほど

存在することを示している（註１４）．十分な労働

力を確保できない場合は，問屋制（作業委託）で

対応するのが一般的である．

分業体制について，電動機械の所有者と手動機

械の所有者のそれでは全く異なる．前者について

は，問屋との関わりが深く，材料（糸）の供給か

ら生産，製品（パーツ）の納入まで全て問屋の指

示により行っている．表７は村内の問屋と電動機

械の所有者との関係を示したものである．まず，

村内の電動機械所有者２９戸のうちわずか６戸のみ

表５ 旧開弦弓村におけるセーター織機の所有台数

の変化 単位：台，人

組
２００２年
台数

２００５年
所有者 台数 雇用 問屋

１ １ １４ ２ １
２ １ １１ １
３
４ １ １ ６ １
５ １ １ ５ １
６
７ １
８ ２ １ １１ ２ １
９ ０ １ ４
１０ １ ２ １３ １ １
１１ １ １ ６ １
１２ ２ １
１３ ２ ２ １２
１４ １
１５ １ ２ １４ １ １
１６
１７ ２
１８
１９ ３
合計 １８ １３ ９６ ８ ７

注１）村民委員会の資料による．
２）２００５年は８月現在．

表６ 旧西草田村におけるセーター生産の分業状況（２００５年） 単位：戸，台，人

組 No. 戸数
機械所有者戸数 機械台数

問屋 アイロン
取次
販売

機械部
品販売

機械
修理計 手動 電動 計 手動 電動

２０ ４３ ６ ２ ４ ４２ ２６ １６ ３ ０ ０ １ １
２１ ３４ ８ ６ ２ １６１ １５０ １１ ０ ２ ０ ０ ０
２２ ３７ ６ ０ ６ ２９ ０ ２９ ３ ２ １ １ ０
２３ ２４ ９ ０ ９ ５３ ０ ５３ １ １ ０ ０ ０
２４ ４１ ９ １ ８ ６６ ２４ ４２ １ １ １ ０ １
２５ ２５ １ １ ０ １６ １６ ０ １ ０ ０ ０ ０
合計 ２０４ ３９ １０ ２９ ３６７ ２１６ １５１ ９ ６ ２ ２ ２

注）村民委員会の資料による．
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が同村内の問屋と取引しており，他の２３戸は村外，

特に横扇鎮の問屋と取引している．また，９戸の

問屋のうち，４戸は完全に村外の生産者と，３戸

は村内外の生産者と，２戸が村内の生産者と取引

をしている．また，No．２００１と No．２０２４のような

「生産兼問屋」も存在している．

問屋はまず，委託生産者からセーターのパーツ

を買収し，縫製を行う農家に作業委託する．作業

場を有する一部の問屋は雇用を導入して自ら縫製

を行う．以前は，農家個々が簡易機械を持ち，副

業として縫製を行う形態が一般的であった．工場

の給与が低かったために，終業後に内職として縫

製を兼業する農家も多かったのである．現在では，

縫製を行う農家は減少し，２０～３０戸となっている．

縫製が終わった半製品は染色に回されるが，こ

の周辺で利用する染色工場は廟港の３工場と横扇

の４工場である．染色の次はアイロンがけで形を

整える作業であるが，これは村内の６の専門店に

委託している．その後は包装し，託送業に市場ま

での運搬を委託する形で出荷する．

手動機械の場合の流通体制については，まず，

パーツの生産，裁縫，染色，アイロン，包装と

いった生産に関わる全ての作業は自ら行うか委託

している．つぎに，販売については取次販売が主

なルートであり，２つのパターンがある．１つは

村内農家で濮院市場に出店している問屋（２戸，

No．２２０６は１９９９年，No．２４１６は１９９４年）への委託

販売である．No．２４１６は村内の生産者から販売の

委託を受けている．もう１つは生産者が濮院市場

へ出荷するパターンである．この場合，後述のよ

うに「託送センター」に委託している．

つぎに，旧開弦弓村についてみると，セーター

業に関わる農家は２０戸である（表８）．以下では

その分業関係をみておこう．まず，生産に関して

は１３戸が９６台の機械を持って生産に従事している．

そのうち，生産専門（Aタイプ）が９戸であり，

「生産兼問屋」（Bタイプ）が４戸存在している．

さらに，生産専門農家は村外で生産を行うもの

（A１タイプ，２戸）と村内で生産を行うもの

（A２タイプ，７戸）とに分かれ，村外は横扇鎮

に機械を設置して生産を行い，製品も同鎮の問屋

に出荷している．つぎに，「生産兼問屋」は４戸

とも市場における出店はないが，自ら生産した製

品のほか周囲の生産者からの製品を買い集めて濮

院市場に出荷している．また，問屋については，

村内には６戸存在し，うち濮院市場に出店してい

る問屋（C１タイプ）が２戸あり，店舗を有しな

い問屋（C２タイプ）が４戸である．後者につい

ては，市場での取引相手は固定されず，その都度

表７ 旧西草田村における問屋と電動機械所有者の

関係

問屋No.
電動所
有者 No.

備 考

２００１ ２４１２ 親戚関係，基本的に自営（生産兼問屋）
２０１９ 村外
２０２４ 村外 生産兼問屋
２２０２ 村外 横扇鎮の人に発注
２２２７ ２３１２ ５０％

村外 横扇鎮の人，５０％
２２２９ ２４１９ ５０％

村外 ５０％
２３１３ ２２１７ 親戚関係
２４０５ ２３１２

２４１９
村外 開弦弓村１３組

２５１９ 村外 廟港の人

注１）村民委員会の資料（２００５年８月）による．
２）「問屋 No．」と「電動所有者 No．」の４桁数字につい
ては，前の２桁は村民小組の番号であり，後ろの２
桁は農家番号である．

表８ 旧開弦弓村のセーター業における生産・流通

体制 単位：台，人

分業体制 タイプ 組
機械
台数

雇用 備 考

生

産

専

門

A１ １ １４ ２ 村外に機械を
１０ ５ ０ 設置，生産

A２ ２ １１ １
５ ５ １
９ ４ ０ 村内に機械を
１３ ４ ０ 設置，生産
１５ ５ ０
１５ ９ １
１３ ８ ０

生産
兼
問屋

B ４ ６ ０ 市場に出店
８ １１ ２ 無し
１０ ８ １
１１ ６ ０

問

屋

C１ １ 濮院市場に
６ 出店

C２ １
１２ 出店無し
１２
１５

託 送 D １３
合 計 ２０戸 ９６台 ８人

注）村民委員会の資料による．
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の相場に応じて取引を行っている．最後は，託送

業であるが，これは村から市場への運搬業である．

この業種は１９９５年に当時の廟港郷政府によって作

られたものである．建前では流通をスムーズにす

るためであるが，実際の目的は運搬業者を通じて

把握困難な家内セーター業から税金を徴収するた

めである．税金は問屋から直接徴収するが，問屋

はその分を上乗せしてセーター生産者から代金を

徴収していた．託送業の組織体制は３段階制であ

り，託送センター－託送所－託送人となっている．

呉江市にはセンターが２つ（廟港，横扇），託送

所が３ヶ所（廟港に１ヶ所，横扇に２ヶ所）ある

が，横扇センターには聯強所（聯強村にある）と

光栄所（光栄村にある）がある．現開弦弓村は聯

強所に委託している．さらに，各託送所にそれぞ

れ３人，合計９人の託送人がいる．地域の問屋と

の癒着と不正を防止するために，託送人は頻繁に

職場移動をさせられる．１託送人の集荷範囲は３

～４村である．費用徴収は運搬料と手数料に区分

されるが，運搬料は運搬業者に，手数料は一部を

税金として国庫に納める．税金を未納した問屋に

対し厳重な取締を行ったため，２００４年には鎮政府

が問屋をはじめ農家に包囲される事件が発生した．

それ以降，託送業は民営化され，税金等の費用の

ノルマ達成後の収入は業者のものとして認められ

た．しかし，個人の託送業者は利益追求のために，

問屋に出荷を無理強いするケースが多発している．

現在開弦弓村には第１３組に１人の託送人がいるが，

勤務先は聯強所であり，聯強村をはじめ開弦弓村

以外の４つの村の集荷を行っている．集荷の際に

は，午後５時までに問屋か生産者が託送所へと搬

入するが，ピーク時の９月には固定の運搬業者に

委託し，庭先集荷を行っている．

� 家内工業の展開

以下では生産者（徐 GQ）の個別事例を取り上

げ，セーター業を中心として家内工業の展開につ

いてみておこう．

徐 GQ（１９７０年生）は旧西草田村の出身で，１９８８

年高校卒業後，１９９７年まで村会計を担当し，９８～

０１年まで村の党書記を担当した．２００１年の旧開弦

弓村との合併以降は，村の副党書記と会計を兼任

している．

家族構成は両親，本人夫婦，娘の５人家族であ

る．農地面積は６．５ムーであり，うち水田が４．５

ムー，桑田が２ムーである．農業には両親が従事

し，養蚕，菜種栽培，稲作を行っている．米は自

家消費用である．２００４年の農業収入はおよそ

２，０００元であり，このほかにセーターの裁縫を行

い，両親の年収はおよそ８，０００元となっている．

徐 GQ夫婦は年収がおよそ９万元であり，その

内訳は徐 GQの幹部手当が３万元，セーター生

産の収入が６万元となっている．

徐 GQがセーター生産を始めたのは１９９５年で

あり，それ以前は１９９０年から５年間家具の生産，

販売を行っていた．当時は家具ビジネスがブーム

となっていて，村内でおよそ５０戸の農家が従事し

ていたという．周辺地域に職人がいないため，浙

江省等から職人を雇い，ピーク時（１９９３年）には

およそ１００人の職人が雇用され，家具ビジネスの

展開を行った．前述のように旧西草田村では１９９４

年からセーター産業にシフトしたが，徐 GQは

１９９５年に手動セーター織機を６台購入した（１，１００

元／台）．その後，一時期は１５台まで拡大したが，

大量の雇用労働力が必要であること，効率が低く

かつ完成品を自ら市場まで出荷しなければならな

いことから，２００１年には親戚と共有するかたちで

５台の電動機械を購入した．電動機械の価格は１

台当たり５，０００元であり，２５，０００元のうち徐 GQ

が３０％，親戚（妻の姉の夫）が７０％を負担した．

その後，３年間で新たに１２台を購入した．機械は自

宅と親戚の家にそれぞれ９台と８台設置し，生産

を行っている．雇用は個々で導入するが，徐 GQ

は安徽省から長期雇用２名を導入し，月給６００元

を支払っている．現在の生産体制は，１日２４時間稼

働で，年間７ヶ月，夫婦と雇用２人で計４人の交

代制となっている．製品は２つのルートで出荷し

ている．１つは，実の姉の工場の下請けである．

姉の工場には２５台の手動機械があり，雇用３０人の

うち機械操作が２５人，裁縫が５人となっている．

生産されたパーツは手動機械で様々な装飾を付け

てから，縫製し，市場に出荷する．価格により濮

院市場のほか，蘇州市常熟市場にも出荷している．

もう１つのルートは一般の問屋への出荷である．

基本的には姉の工場を優先し，他のルートは補完

的である．
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収入を試算すると以下のようになる．１台１日

（２４時間）当たりの生産数量は４０着分のパーツで

あり，１着分の請負価格は長袖で１．２元（半袖は

１．０元）であるから，１台１日の生産高は４８元で

ある．したがって，１７台の年間生産高はおよそ１７

万元となる（註１５）．また，電気代，人件費等の

コストは売上高のおよそ３０％を占めており，差引

後の純収入はおよそ１２万元である．これを親戚と

折半して，各自およそ６万元の利益を上げている．

これを姉の工場と比較した場合，セーターの出荷

価格は１着当たり１５元であるが，パーツの委託料，

裁縫料，染色料，アイロン費用，人件費，託送料

等を差し引くと，１着当たりの利益はおよそ１元

である．年間１台当たり２，０００着を生産してお

り，２５台の合計は５万着ということから，総利益

は５万元である．電動機械のほうがリスクが少な

く，収益も高いことがわかる．

３．兼業を中心とした就業構造の特徴

以上，繊維工場を中心とした農村工業化と新た

な家内工業化の展開をみてきたが，ここでは村民

小組レベルでの就業構造をみてみよう．

� 村の就業構造の変化

まず，開弦弓村全体の就業構造をみておこう．

前掲表４に示したように，２００３年の１，５０９人の就

業人口のうち，農業が５９８人（うち耕種業が５０２人，

内水面養殖が９６人），３９．６％，工業が４１５人，

２７．５％，建築業が１３８人，９．１％，その他が３５８人，

２３．７％である．また，近年の就業人口の推移をみ

ると，村が合併した０１年以降では耕種業の就業人

口の減少が緩やかであることと対照的に，工業

（私営企業）のそれは０２年には急激な減少をみ

せ，０３年にわずかでありながら増加をみせている．

工業就業人口のこのような変化の背景には，就業

先の経営の不安定化がある．特に最近は企業の私

営化に伴い，その度合いが以前より増している．

また，「その他」の就業人口については，工業の

それと相反関係にあることがわかる．つまり，企

業からリストラされる人員は個人経営の商業，家

内工業等の「その他」に素早く転じ，再就職して

いる．特に近年ではセーター業を中心した家内工

業にシフトするケースが多い．さらに，近年の特

徴としては水田から転換した「内水面漁業」が増

加し，工業の就業人口の一部が転じていると推測

できる．

� 村民小組レベルでの就業構造－第１３組の事例

以下では，住民台帳に基づいた聞き取りによっ

て，第１３組の農家の就業構造に関する考察を行う．

土地面積は８．２haであり，そのうち水田（水稲）

が３．２ha，桑田が１．５ha，養殖池が３．５haである．

土地面積は１９９８年に人頭割りし，「口糧田」とし

て配分した．１人当たりの面積は７．３aであり，

内訳はそれぞれ同２．９a，１．３a，３．１aである．

住民台帳によると，総戸数は２５戸であり，総人

口は１０１人であるが，うち６０歳以上の高齢者が

２０％，４０～５０歳代の壮年層が４０％，２０～３０歳代の

青年層が３０％，２０歳未満の少年層が１０％である．

ここから１９８０年代から実施された少子化政策（「一

人っ子」政策）の影響がみてとれる．

就業状況を戸主世代，息子世代，妻世代，嫁世

代に分類して示したのが表９である．これによる

と，およそ５つのグループに分けて考えることが

できる．

第１が隠居ならびに農業従事者のグループであ

る．隠居者は全て７０歳以上で１１人であり，農業従

事者は５０歳以上の９名である．既に述べたように

耕種業は零細かつ自給的であり，養蚕業も縮小し

ていることから，このグループは非兼業的な就業

を行い，加齢とともに就業から離れていっている．

これらは合わせて２０人であり，２０％を占めている．

第２が家事専業ならびに従業前の生徒，学生で

あり，前者は２０歳代から６０歳代まで分布するが，

聞き取りの精度により専業主婦に分類されている

と教えられ，８人存在する．後者はほぼ２０歳未満

であり，１１人である．これを合わせると１９人とな

る．第１と第２のグループを合わせると３９人とな

り，人口のおよそ４０％を構成する．

実際の兼業的就業人口は，６２人である．第３の

グループは繊維産業関係の従事者で２１人，およそ

２０％である．第４のグループは雑業層的業種への

従事者であり，１８人でおよそ２０％である．

第３のグループである繊維関係従事者は紡績工

場の従業者（２１人，うち No．３企業８人）と家

内工業（セーター業）の従事者（７人）に区分で
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きる．紡績工場の従事者は男子（８人）での５０歳

代と２０歳代に分布しており，管理・技術的労働と

肉体的労働に分離されそうである．女子に関して

は，３０～４０歳代に集中し，１３人と最も多数の就業

部門となっている．

家内工業については，No．１３０３，No．１３０４，

No．１３２１，計３戸７人からなっている．ただし，

No．１３０４，No．１３２１は姉弟で同一の経営（１１台）

であるため，実質的には２戸が家内工業を営んで

いるといえる．

第４のグループは雑業層的な性格を有している．

不安定就業者である雑業は９人であり，男子を中

心に年代的には２０歳代から６０歳代にまで分布して

いる．小商店も露店的なものを多く含み，６０歳代

が多い．自営業（仕立屋，霊柩車）は２人，商業

も２人であるが，これはやや安定的である．この

グループは男子を中心に２０％程度存在している．

第５のグループは比較的安定的な兼業従事者であ

り，公務員（２人），警備員，工場勤務者（非繊

維業）が４人，大工などの技術職が７人，カニ養

殖農家１戸（２人）などであり，およそ２０％を占

めている．

以上のように，第１３組の就業構造は農業部門で

の就業はその零細性を反映して高齢者による自給

的なものであり，紡績工場での労働者を中心とし

て若年層から壮年層を中心とする比較的安定的な

男子労働者と，雑業的で年齢階層も多岐にわたる

職種から構成されていることがわかる．

表９ １３組の就業形態（２５戸） 単位：農家番号，人
類型 形態 世代 ～９歳 １０～ ２０～ ３０～ ４０～ ５０～ ６０～ ７０～ 合計

就業後退 隠居 戸主世代 ２，８，１３，１４，１８ ５

妻世代 ４，７，１０，１４，２０，２２ ６

農業 戸主世代 １５，１７ ２

妻世代 ７，１６，２４，２５１，１９ １７ ７

主要就業 繊維工場 戸主世代 １６ ３，７，１７，２２ ５

息子世代 ６，２５ １８ ３

妻世代 １６ １，６，１０，１７，２３ ６

嫁世代 ９ ５，７，１８，２４，２５ ８ ７

倒産無職 戸主世代 ４，６，９ ３

家内工業 息子世代 ３ ４，２１ ３

妻世代 ４ １

嫁世代 ３ ４，２１ ３

雑業的就業 商業 戸主世代 ２０ １

嫁世代 １５ １

自営 嫁世代 １３ １９ ２

小商店 戸主世代 １ １２，２１，２４ ４

息子世代 ８ １

雑業 戸主世代 １０ ２３，２５ ３

息子世代 ２，９ １２，２２ １５ ５

妻世代 ２０ １

安定的就業 技術職 戸主世代 １９ １

息子世代 ８ ７，１９，２４ ２，１３ ６

公務員 息子世代 ２０ １４ ２

警備員 息子世代 ２３ １

工場 息子世代 ２５ １

カニ養殖 戸主世代 ５ １

息子世代 ５ １

無職 家事 妻世代 ３，５，９ １５ ４

嫁世代 １２，１４ １９ １４ ４

学生 息子世代 ７，２５ １，１５，２４ ５

嫁世代 ４ １０，１５，１８，１９ １７ ６

男 ２ ３ ８ １０ ７ １２ ４ ７ ５３

女 １ ４ ６ ８ １３ ６ ３ ７ ４８

計 ３ ７ １４ １８ ２０ １８ ７ １４ １０１

（比率） ３．０ ６．９ １３．９ １７．８ １９．８ １７．８ ６．９ １３．９ １００．０

注）住民台帳ならびに聴き取りにより作成．
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おわりに

以上，開弦弓村の就業構造の変化と現状を近年

の企業「改制」による私営化および家内工業の復

活によってもたらされた兼業深化という視点から

考察してきた．まず，前者については，２０００年前

後に政策的な規制緩和によって，個人による郷鎮

企業の買収の形をとった企業の私営化が一気に進

展してきたことがわかる．「蘇南モデル」はこれ

によって終止符を打たれた．そして，これまでの

郷鎮企業として地方行政と深い関わりのある「地

域の企業」でありつつ，「個別の経営体」（註１６）

でもあるという矛盾が解消され，「個別の経営

体」である私営企業は自主権を最大限に発揮し，

利潤追求に乗り出している．雇用構造からいえば，

企業の需要に応じて雇用規模が決定され，郷鎮企

業時代の「無駄な雇用」は改められた．雇用労働

者の構成は，紡績関係の企業が圧倒的に多いこと

もあり，女性を中心とした雇用であるが，不安定

性が増したことは否めない．

つぎに，家内工業の雇用構造については，手動

機械による大量の雇用労働者が必要であることか

ら外来の出稼ぎ労働者を多く導入していることが

明らかになった．これは非常に大きな変化である．

なぜなら，かつての蘇南農村は費［１９８５］，

［１９８８］に示されたように「人多地少」の過剰人

口地域であったからである．それが今や，農村工

業化によって非農業部門により吸収され，むしろ

労働力が不足する事態が起きている．しかし，そ

の際，事例でみたように内外の雇用における賃金

格差が存在しており，安定的かつ高給の紡績等の

企業では村出身者が優先的に採用されているので

ある．家内工業においても同様である．２００３年現

在，開弦弓村の就業人口は２，５６２人であるが，内

外の内訳は村内が１，５０９人（５９％）であり，村外

が１，０５３人（４１％）である．待遇上の格差は地域

社会の不安定要素に発展しかねない．

このような考察を踏まえたうえで，現段階にお

ける開弦弓村の就業構造の特徴は，１３組の事例で

みたように，５つの形態に分類することができる．

なかでも最も注目されるのは言うまでもなく第

２，３，４グループであり，これは兼業の深化か

ら就業の多様化が進展した結果である．今後，こ

のような事態がますます進むことが予想されてお

り，それによる就業構造の変化も目まぐるしくな

るであろう．

【付記】本論文は，２００４年および２００５年の夏に実

施した現地調査をもとに得られた研究成果の一部

である．調査にあたっては，開弦弓村村民委員会

の姚富坤氏，徐国奇氏，王建明氏をはじめ関係各

位にお世話になった．記して感謝申し上げる．

註

� 両モデルに関する詳しい内容は厳［２００４］を参照

のこと．

� 費孝通の実の姉である費達生が大学生時代，社会

活動の一環として同級生らと設立した中国農村で

初めての機械製糸工場である（沈［１９９３］）．機械

は日本から輸入したものである．

� 出資した生産大隊とその内訳は紅衛７口，立新３

口，合群２口，万栄１口，七一３．５口，富強２口，

慶祝１．５口，輪穂１口であり，１口が１，３００元，合

計２１口，２７，３００元であった（『廟港鎮志』［２００２］

p．１６５）．

� 当時は廟港公社であった．１９８４年に人民公社が解

体され，廟港公社が廟港郷になり，さらに，２００３

年には行政改革によって，廟港郷は七都鎮に吸収

合併された．

� 開弦弓村民委員会資料によると，１９８５～８７年の３

年間の１人当たり農業収入はそれぞれ１８８元，１４７

元，１７６元である．

	 ２つの経営公司は，呉江金蜂絹紡公司（元廟港郷

製糸工場の分場として１９９２年に設立），蘇州新英華

合弁有限公司（１９９５年設立，香港資本との合弁会

社）であり，４つの製糸工場は，工貿合営呉江廟

港製糸工場（元廟港郷製糸工場），呉江第四シルク

工場（１９９２年に呉江第四シルク工場が廟港郷紡績

工場を吸収合併），蘇州金橋紡績工場（１９９４年設

立），呉江絹紡工場（１９９５年設立）である．


 買収価格は一般公開されていない．開弦弓村の金

峰工場は，私営企業になってからの生産体制は，

３・８・１０体制，すなわち３つの生産ライン，１ラ

インに８班，１班に１０名体制であった．１年中ほ

ぼフル稼働で，年間当たりの生糸の生産量はおよ

そ４００トンであり，１トン当たりの販売価格は２０万

元であった．しかし，２００４年には経営者の１人が

先物市場での投資に失敗したことで巨額な債務が

発生し，工場の運転資金が枯渇してしまい，工場

生産は休業を余儀なくされた．現在では，周辺農
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村から買上げた生繭の乾燥，販売のみを行ってお

り，工場再開の目途は着いていない．

� 七都鎮の動向については，同経済サービスセン

ターでの聴き取りによる．

� 「永泰電子」は，電子部品の生産工場として，１９８４

年に中学校の物理の教師であった周 YG（表２）が

設立したものである．当時，私営企業は取締の対

象であったため，「個体戸」として登録した．税制

面での優遇措置はもちろん無く，銀行からの融資

も困難であった．１９８９年には製品の売れ行きが悪

化したため一時工場を閉鎖したが，１９９０年には再

開し，経営方式を委託生産に変更してリスクを最

小限に減少させた．１９９２年の総生産額は３０万元，

納税額は１万元となり，呉江市の優良企業として

認定された．その後，全国的に私営企業への規制

緩和が行われたこともあり，工場経営は順調に展

開した．現在は，上海の輸出商の委託を受け，輸

出用のスタンドランプの光量調整用回路盤を生産

している．従業員は６０人（男性１０人，女性５０人）

であり，うち９５％が外来の出稼ぎ労働者であり，

正規社員は７～８人である．地元で労働力を確保

できない理由は，紡績工場等と比較した場合，委

託生産であり，生産周期が短く，シーズンに応じ

て臨時工で対応しているため，雇用が不安定であ

るためである．工場敷地の３ムーについては，１９９８

年６万元（２万元／ムー）で期限付き（７０年間）

の所有権を獲得した．将来的には，商品開発に力

を入れ，設計，生産，販売の一体化を図るという．


 残りの８社は村外の経営者によるものであるが，

前述の江蘇金蜂集団公司のほかに，蘭記食品公司，

立綿紡績公司，利偉噴式紡績工場，乾昌紡績工場，

永星紡績公司，盛建法絹織工場がある．蘭記食品

公司以外は，全て紡績企業である．

� 工場事務所ビル６３９�，工場敷地４，３９７�（現在の
No．１企業の敷地１５ムー＝１０，０００�は含まれていな
い）である．また，開弦弓化学品工場と開弦弓村

経済合作社の債務については，No．７企業（江村醸

造）の事務所ビル３６３�，工場敷地１６４�，村経済
合作社事務所ビル５７３�，５００KV電力設備の使用権

を期限付き（２００３年１月１日～同年１２月３１日）で

信用合作社に譲渡し，そこで発生する収入をもっ

て返済に当てている（開弦弓村資料『抵当貸の補

足協議』による）．

� 管理職の主な仕事は人員管理と品質検査であるが，

前者については，従業員の教育，出稼ぎ労働者の

臨時戸籍の管理，生活管理（宿舎管理，衛生管

理）などの内容が含まれており，後者については

製品の検査であるが，高度な技術的な問題が発生

した場合は，非常勤の工程師（１人，大卒，大企

業の工程師を兼任している）に検査を依頼してい

る．

� １台当たり１日の生産量（１２時間）は４０着分の

パーツであり，９６台であれば１日３，８４０着分の生産

ができる．また，１人当たり１日の縫製量が平均

５０着であるといわれているが，その場合旧開弦弓

村で１日当たり必要な労働力はおよそ７７人である．

� 機械の価格については，手動は割安で，１台当た

り１，０００～１，５００元であり，電動のそれは５，０００～

６，０００元である．農家収入（６，０７３元／人，２００４年）

からみた場合，電動機械を購入し，生産に参入す

ることはそれほど難しいことではない．問題はや

はり労働力の確保である．

� ４８元／台・日×１７台×３０日×７ヶ月＝１７１，３６０元．

� 詳細については大島［１９９３］を参照．
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